
「

コン トラクターを主体とした草地管理と家畜ふん尿利用システム

研 究 成 果

1 背景・ね らい

酪農専業地帯の総乳牛頭数は、横ばいもしく

は減少が続いていますが、個別経営単位でみる

と規模拡大を進めている経営が依然と多い状況

です。家畜ふん尿を大量に排出している経営と

そ うでない経営が地域的に偏って存在 してお

り、今後、ふん尿を地域的にどのように利用して

いくかが課題となっています。

そのため、近年、利用が進展 しているコント

ラクターを主体とした草地管理とふん尿利用を

実現する具体的な推進方策を策定 しました。

2 成果内容

施肥管理からみて乳牛飼養密度 (乳牛成牛換

算頭数/草地面積)が 2.0/haを 越える場合は余

剰ふん尿対策が必要です。

平成13年の A農協の平均乳牛飼養密度は1.5

頭/haですが、草地が遠 くて散布がおろそかに

なる場合や、散布が困難な傾斜地および流出が
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懸念される河川付近と湿地など、ふん尿を散布

できない草地割合が仮に三割あるとすると、余

剰ふん尿対策を考慮 しなければならない戸数割

合は全体の36%に まで増加 し、ふん尿散布量に

余裕がある乳牛飼養密度 1.5頭 /ha未満の戸数割

合を上回ります。乳牛飼養密度が2.0頭/haを越

える分を農場外へ搬出するとした場合は、成牛

換算頭数で1,624頭分、ふん尿量で38,181tと な

り、散布経費は総額2,191万 円とな ります (表

1)。

家畜ふん尿を適切に利用して環境負荷を軽減

するためには、地域全体で取 り組んで、農家や

関係者の環境負荷軽減に対する意識を高めるこ

とが必要です。

草地の施肥管理には植生診断や土壌分析が不

可欠ですが、すべての農家が自ら植生診断や土

壌分析をして、それに基づいてふん尿 と化学肥

料を施用することはとでも困難です。
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注)平成13年 A農協管内実績より作成。数値のかつこ内は全体に占める割合。
ら、ん量は成牛換算頭数×51 4kg/頭 /日 とし、尿量は成牛換算頭数×13 0kg/頭 /日 とした。
ふん散布経費は、ら、ん量X07(仕上がり重量)× (6,500× 4■ 10,000)円 /1時間当たり散布量 (12t X 2× 2)(A農協コントラクター実績)で、
尿散布経費は、尿量×(18,000+5,000)円 /1時間当たり散布量 (15t× 2)(A農協コントラクター実績)で算出。
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地域でのふん尿利用システムの実現を目指

し、具体的な取 り組み事項を明らかにし、それ

らの取 り組み事項を円滑に進めるための推進体

制と、参加する機関および農家が互いに連携 し

て進められるように、それぞれが担う役割を明

確にして図 1に 示しました。また、表 2に はシ

ステムの運用に係わる年間作業計画を示しまし

た。

地域の環境保全に対しては、家畜排せつ物法

の施行を契機に、真剣に取 り組む機運ができつ

つあります。今こそ、将来にわたって安全・安

心な生産環境を構築していく時期です。

3 留意点

環境保全に対して消極的な地域においては、

指導機関からの積極的な働きかけが必要です。

図 1地域的な草地管理 と家畜ふん尿利用システム

表 2 地域的な草地管理および家畜ら、ん尿利用システムに係わる具体的な取 り組み事項の年間作業計画

注)農家巡回は、施肥設計情報を基に、ふん尿利用・施肥に関して意見交換を行う。
農家確認調査は、事業効果の確認や事業に対する要望を調査する。

推進体制

草地管理推進委員会

草地管理企画事務局

調
整
実
行
主
体

草地管理連絡調整協議会

民間コントラクター

河川・施設調査は関係機関の協力を得て、適宜行 う。
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